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5 新たな経済戦略の検討

　企業誘致については、ハイブリッド自動車のモーター用磁石を製造する㈱三徳やリチ
ウムイオン電池からレアメタルを抽出する日鉱金属㈱など１６社が立地し、投資額は約１
２８億円、雇用予定は約２１０人となりました。今後も、先端技術産業はもとより、食料品・
農業関連企業の誘致を意欲的に進めるとともに企業ニーズに対応した大型の産業団地
整備の支援を行い、立地環境の整備を図ります。

　中小企業の資金繰りについては、過去最大の融資枠となる経営安定資金、借換えの
ための資金繰り円滑化支援資金の要件緩和、県独自による小規模事業者へのマル経
資金の利子補給などにより、経営の下支えを行い、平成２１年の倒産件数は、前年に比
べ２２％減少しました。

 　厳しい経済情勢の中、企業の意欲的な事業展開が重要であることから、次世代技術
の研究開発等に対して支援するとともに、県内企業の持つ優れた技術を県外大手企業
に売り込むための展示商談会を開催し、企業のビジネスチャンスの拡大を支援しまし
た。

 　さらに、県内全１７市町において、特産品の販売フェアや地域の特色を活かしたイベ
ントなどに約７，０００の店舗が参加する“ふるさと消費”元気フェアを支援し、消費拡大に
よる地域経済の活性化を図りました。

 　世界的な産業構造が大きく変化する中、本県の経済構造の転換を進めて、地域経済
を活性化するため、新たな戦略の検討を始めました。今後、具体的な産業プロジェクトに
ついて議論を深め、これを基に本県産業の活性化を図っていきます。

 　繊維産業について、昨年５月に発足した北陸３県繊維産業クラスター協議会におい
て、海外への販路開拓を進めるため、中国等での市場調査等を行いました。

　眼鏡産業について、東京にある福井の眼鏡ショップ「グラスギャラリー２９１」を活用し、
福井ブランドの認知度アップと需要拡大を支援しました。

　「福井新元気宣言」の４つのビジョンを着実に実現していくため、平成２１年４月に知事と合意
をした「政策合意」の実施結果について、次のとおり報告します。

平成２１年度「福井新元気宣言」推進に係る政策合意の実施結果

　一昨年秋以降の世界同時不況の影響等により、本県の経済、雇用情勢も急速に悪化
してきましたが、福井新元気宣言の趣旨に沿って、迅速かつ効果的な対策を講じてきま
した。

（平 成 ２２年 ３ 月 末 現 在）

　雇用については、基金を活用した雇用の維持・創出を図るとともに、全国でも例のない
国の雇用調整助成金への上乗せ支援などを行い、有効求人倍率、完全失業率とも、低
い水準ながらも、全国上位となっています。
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Ⅱ　「政策合意」項目に係る結果について

・別紙「平成２１年度　政策合意項目に係る実施結果報告（産業労働部）」のとおり
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役職 産業労働部長 氏名 林　　　　雅　則

〔成果等〕　目標を上回って達成しました。・求職者の再就職と生活を総合的に支援
　福井県求職者支援センターの生活・就労
相談と職業紹介をハローワークプラザと一
体的に行うとともに、労働局や労働相談窓
口連絡協議会と合同で小規模な就職面接
会・相談会を県内各地で開催し、離職を余
儀なくされた方の生活の安定と早期再就職
を支援します。

　ハローワークプラザ内に福井県求職者支援センターを設置
し、生活・就労相談と職業相談を一体的に行い、求職者の就職
を支援しました。また、労働局・ハローワークと連携して緊急
就職説明会（14回開催、参加者8,310人）を開催し、２１９人
の方を就職に結び付けました。

・求人開拓の推進
　ハローワーク等と協力して、ジョブカ
フェおよび福井産業技術専門学院の求人開
拓員が県内企業を訪問し、企業の現状や
ニーズを把握しながら求人開拓を行うこと
により、求職者の就職を支援します。

 ジョブカフェと福井産業技術専門学院の求人開拓員（７人）
が県内企業１,８１９社を訪問し、４９０社から１，０３０人
の求人を開拓して求職者の就職を支援しました。

〔成果等〕　目標を上回って達成しました。

１　経済・雇用対策
◇　新たな雇用の創出と安定確保【部局連
携】
・雇用の維持・創出
　雇用環境が急速に悪化する中、雇用創出
のための基金の活用や離職者等の職業訓練
の拡充等により、２,６５０人の新たな雇
用を創出します。
　また、雇用の維持を図る企業に対する助
成や公共投資の追加等により、１１,３５
０人の雇用維持を図り、併せて１４,００
０人の雇用を確保します。あわせて国に対
しても雇用対策の充実を働きかけていきま
す。

　厳しい雇用情勢が続く中、６月と９月に補正予算を措置して
雇用の創出・維持人数を増やすとともに、１１月に緊急雇用基
金事業を追加実施し、目標人数を３５,９００人と大幅に上乗
せして、県内における雇用の維持と新たな雇用の創出に努めま
した。

【目標の上乗せ】
　・新たな雇用の創出
　　2,650人+（6月）1,100人
　　　　　　　+緊急雇用基金事業300人=　　　 　4,050人
　・雇用の維持
　　11,350人+（6月）2,500人+（9月）18,000人＝31,850人
　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　計　35,900人

〔成果等〕　目標を達成しました。

平成２１年度　政策合意項目に係る実施結果報告（産業労働部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　22年　3　月　末　現　在　）

項　　目

新たな雇用の創出　　２,６５０人
雇用の維持　　　　　１１,３５０人

新たな雇用の創出　   ４， ２４５人
雇用の維持　　　　　 ３３，７１８人

福井県求職者支援センターの支援等により
就職した人数　　１，０００人
　　　　【チャレンジ目標　１，１００人】

福井県求職者支援センターの支援等により就職した人数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，８８１人

求人開拓員の支援により就職した人数
　１００人
　　　　【チャレンジ目標　１２０人】

求人開拓員の支援により就職した人数　　３５２人
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役職 産業労働部長 氏名 林　　　　雅　則

平成２１年度　政策合意項目に係る実施結果報告（産業労働部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　22年　3　月　末　現　在　）

項　　目

・地域資源の活用と農商工連携による新商
品の開発
　本県が有する優れた地域資源（産地技
術、農林水産物、観光資源等）を活かした
新商品・新サービスの開発や販路開拓を支
援します。
　特に農商工連携のプロジェクトについて
は、新たに連携相談員を配置するなど重点
的に支援を行い、事業化を推進します。

◇　中小企業の経営支援
・中小企業の資金繰り対策
　金融機関や県保証協会、商工会議所等と
連絡を密にしながら、経営安定資金や資金
繰り円滑化支援資金等のセーフティネット
融資制度を充実し、中小企業に対する資金
繰り支援を強化します。また、金融機関に
対して、中小企業への円滑な資金繰りを強
く要請するほか、国に対しても金融対策の
強化を働きかけていきます。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　厳しい経営環境下にある県内中小企業の資金繰り支援のた
め、資金繰り円滑化支援資金の要件緩和、経営安定資金の融資
枠の拡大、マル経資金への利子補給制度の創設により、セーフ
ティーネット資金を充実させました。
　また、金融機関、県保証協会等との意見交換会において、中
小企業の円滑な資金繰りを強く要請し、また国に対し中小企業
の資金繰り対策の強化を要望しました。

・消費拡大による地域経済の活性化
　県内各地域での消費拡大につながるイベ
ントの開催を支援し、県内消費を下支えま
す。また、植樹祭にあわせた地産地消市を
はじめ、ふくいの特産品を販売するフェア
等を開催し、県産品の消費拡大を図りま
す。

　商工団体が県内各地域で実施する消費拡大のためのイベント
の開催を支援し、参加店舗の多くで売上げが維持もしくは増加
するなど、地域の消費を下支えし、底上げしました。また、地
域全体で統一ののぼり旗を設置するなど、街の雰囲気も盛り上
げました。

　・“ふるさと消費”元気フェア
　　第１弾（４～７月）12市町2,947店舗　売上げ約186億円
　　第２弾（８～12月）17市町4,032店舗　売上げ約323億円

〔成果等〕　目標を上回って達成しました。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　「ふくいの逸品創造ファンド」や国の「中小企業地域資源活
用プログラム」など活用して、新商品・新サービスの開発およ
び販路開拓に向けた県内事業者の事業計画のブラッシュアップ
の実施や助成金の交付を行いました。
　また、農商工連携のプロジェクトについては、２１年７月に
農商工連携部会を設置し、商工会議所や商工会の経営指導員等
による情報交換会の開催や農商工連携相談員（６人）の設置な
ど、農商工連携の事業化の推進に向けた支援を行いました。

資金繰り円滑化支援資金の拡充
　 融資要件の緩和
　　　　　　借換えに合わせ、新たな事業資金が借入可能
　　　　　　既存の県制度融資残高に対する限度額の撤廃
経営安定資金の拡充
　 融資枠の拡大　　　５００億円→６５０億円
マル経資金利子補給制度の創設（７月９日～）、拡充
　融資枠の拡大　　　　３２億円→４０億円

“ふるさと消費”元気フェア等に参加する
店舗数　　　　　　　　　　　　２，８００店舗 “ふるさと消費”元気フェア等に参加した店舗数　　６，９７９店舗

地域資源の活用による新事業の創出　　　　　８５事業
        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 　　（４４事業の増）
うち農商工連携による新事業の創出数　　　　　６事業

地域資源の活用による新事業の創出
（平成１９～２０年度 ４１事業）　 ７６事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３５事業の増）
うち農商工連携による新事業の創出数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５事業
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役職 産業労働部長 氏名 林　　　　雅　則

平成２１年度　政策合意項目に係る実施結果報告（産業労働部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　22年　3　月　末　現　在　）

項　　目

・中小企業の新分野進出に対する支援
　中小企業の新分野進出を支援するため、
低利融資や保証制度の特例、補助金といっ
た各種支援制度について、各業界の組合や
関係団体、ふくい産業支援センター、商工
会議所、商工会等を通じて周知し、新分野
進出企業を創出します。
特に建設業については、建設業連合会や産
業支援センターに設置されている相談窓口
などの各種支援制度を建設業者に周知し、
利用を促します。
　さらに、課題解決プロジェクトチームを
編成して、企業の新分野進出を支援する体
制づくりを進め、具体的な支援の方策を検
討します。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　中小企業の新分野進出の促進を図るため、ふくい産業支援セ
ンター、商工会議所、商工会、金融機関などを通じて、経営革
新関連などの支援制度の周知を図りました。
　また、建設業については、相談窓口、融資制度、補助制度等
の国、県等の支援制度を周知するため、７月と３月の２回、建
設業者に対して説明会を開催し、利用を促進しました。
　更に、課題解決プロジェクトチームにおける議論（４回）を
基に、新年度から、建設業者の新分野進出を支援するため、助
成金や融資制度を創設するほか、入札参加資格の特例措置によ
り本業への支援を実施することとしました。

２　女性活躍社会
◇　女性の元気で女性活躍社会【部局連
携】
・女性の再就職に対する支援
　子育てなどで離職した女性の再就職を支
援するため、職場復帰に必要な実務能力の
向上を図る訓練を実施するとともに、再雇
用制度を導入する企業を奨励し、復帰しや
すい職場づくりの普及促進を行います。

〔成果等〕　目標を一部達成しませんでした。

　６１１事業所を対象にした抽出調査の結果では、再雇用制度
（正社員登用）を導入している企業の割合が1.6％の伸びに留
まりましたが、パソコン技能、簿記技能、総務実務、ビジネス
実務など計２１コースの職業訓練（延べ193人）を実施するこ
とにより、女性の再就職数に関する目標を達成しました。
　また、子育て等で退職した方を再雇用する制度の導入企業に
奨励金（10万円）を支給（50社）し、復帰しやすい職場づくり
を県内企業に普及しました。

経営革新承認を受けて新分野に進出する
中小企業者数　　　　　　　       　　　３８１社
（平成１１～２０年度 ３４１社） （４０社の増）
うち建設業者数（平成１１～２０年度 ３０社）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　３５社
　　　　　　　　　　　　　　　　 　　（５社の増）
建設業者の新分野進出を支援する制度を普
及・周知するための説明会の参加者数
　（平成２０年度 ５９５社） 　　　　　　６００社

経営革新承認を受けて新分野に進出する中小企業者数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　３８１社（４０社の増）
　うち建設業者数 　　　　　　　　３８社（８社の増）
建設業者の新分野進出を支援する制度を普及・周知するための説
明会の参加者数　　　　　　　　　　　　　８６７社

公共職業訓練を受けた女性の再就職数
　（平成２０年度　９０人）　１２０人
再雇用制度を導入している企業の割合
　（平成２０年度　９．７％）　１２％

公共職業訓練を受けた女性の再就職数　１２３人
再雇用制度（正社員登用）を導入している企業の割合　１１.３％
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役職 産業労働部長 氏名 林　　　　雅　則

平成２１年度　政策合意項目に係る実施結果報告（産業労働部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　22年　3　月　末　現　在　）

項　　目

◇　日本一の子育て応援システム【部局連
携】
・子育てしやすい職場環境づくり
　子育て応援プラスワン宣言企業や父親子
育て応援企業の普及・拡大を図り、育児休
業や看護休暇の取得など働きながら子育て
しやすい職場環境づくりを進めます。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　子育て支援奨励金（10～20万円）等の各種制度の活用を県内
企業約５，０００社に呼びかけた結果、目標を上回る企業が育
児休業の取得促進等をいつまでに、どのようにして達成するか
を定める行動計画を策定するなど、子育てしやすい企業が増え
ました。また、子育て応援プラスワン宣言企業の登録も目標を
達成しました。

・女性起業家に対する支援
　女性起業家のネットワークを活用し、経
験豊かな経営者との交流を深めるなど、起
業を目指す女性が抱える課題に対する助言
や指導を充実して、女性による創業を促進
します。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　起業を目指す女性を対象に、「起業を考える女性の抱える課
題」をテーマとした交流会（年２回、延べ50人参加）を実施
し、ネットワークの拡充や課題に対する助言・指導を行い、女
性の創業を支援しました。

県の支援策を活用した女性の起業数
（平成２０年度 １０社）　　　１０社

県の支援策を活用した女性の起業数　　　　　　　　　　　１０社

一般事業主行動計画策定企業数〔従業員１
０～２９９人〕　５００社
（平成２０年度　４５０社）（５０社の増）
子育て応援プラスワン宣言企業　７５社
（平成２０年度　５９社）（１６社の増）

一般事業主行動計画策定企業数（従業員10～299人）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５１３社（６３社の増）
子育て応援プラスワン宣言企業　　　　　　　　　　　７５社（１６社の増）
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役職 産業労働部長 氏名 林　　　　雅　則

平成２１年度　政策合意項目に係る実施結果報告（産業労働部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　22年　3　月　末　現　在　）

項　　目

３　地域を支え世界に広がる福井の産業
◇　次世代技術産業の育成
・有望市場分野における次世代技術の事業
化促進
　事業化目標３００億円の実現を目指し、
次世代技術の有望市場分野である「先端マ
テリアル創成・加工技術」や「レーザ高度
利用技術」への進出を目指す県内企業の研
究開発等に対し支援します。また、自動
車・情報家電等の県外大手企業を対象とし
た展示商談会を開催し、次世代技術による
県内企業の事業化を促進します。

　県内企業（製造業）の新規取引先の開拓および広域的な受注
機会の増大を図るため、県外大手の企業における展示商談会を
開催し、ビジネスチャンスの拡大を支援しました。
　一方、次世代技術産業の売上増に向けて、有望市場への進出
を目指した技術開発の支援などを行いましたが、受注量の低下
から、自動車や電気製品関連の次世代技術製品の売上げが伸び
悩みました。しかし、電池関連分野では売上げを伸ばしてお
り、次世代技術の事業化研究を行う企業も目標以上に増えてい
ます。

　・大和ハウスでの展示商談会（平成21年11月6日）
　　会　場　総合技術研究所（奈良県奈良市）
　　来場者　　　１８５人　商談件数　４９件　出展３２社
　・日産自動車での展示商談会（平成21年11月19・20日）
　　会　場　テクニカルセンター（神奈川県厚木市）
　　来場者　１，２５０人　商談件数１４２件　出展３９社
　・三洋電機での展示商談会（平成22年2月9日）
　　会　場　大東事業所（大阪府大東市）
　　来場者　　　１５２人　商談件数　２３件　出展３１社

〔成果等〕　目標を一部達成しませんでした。

産学官の連携・協力による次世代技術産業
の売上額 　　　　　　　　　　　２５０億円
大手企業（大和ハウス工業、三洋電機、日
産自動車）を対象とした展示商談会の出展
企業数および商談件数
               　　　　　　　　  ７０社 ２００件
（平成２０年度（コマツ、スズキ、シャープ）１
１８社 ３４７件）
　　　　【チャレンジ目標 ２４０件】
事業化計画を明確にして次世代技術の事業
化研究を行う企業数 　　　　　１１社
（平成２０年度 １１社）

産学官の連携・協力による次世代技術産業の売上額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６４億円
大手企業を対象とした展示商談会の出展企業数および商談件数
                                                     １０２社　２１４件
事業化計画を明確にして次世代技術の事業化研究を行う企業数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１社
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役職 産業労働部長 氏名 林　　　　雅　則

平成２１年度　政策合意項目に係る実施結果報告（産業労働部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　22年　3　月　末　現　在　）

項　　目

〔成果等〕　目標を達成しました。

　工業技術センターにおいて、企業との共同研究を実施し、企
業の事業化促進や技術課題の解決を図りました。また、同セン
ターの保有する特許（開繊技術など）を用いた県内企業の新た
な商品化等を支援しました。今後とも地場産業と先端技術の融
合を図るとともに、これまで工業技術センターの利用がない企
業にも職員が訪問することにより、企業に潜在する技術課題を
掘り起こして、事業化を目指した技術支援を行います。
　また、(財)ふくい産業支援センターにおいて、総合相談窓口
での助言や指導、専門家の派遣、各セミナーの開催により、創
業から、新商品・新技術の開発、販路開拓、経営革新など、幅
広く県内企業のサポートを実施しました。

〔成果等〕　目標を一部達成しませんでした。

　セミナー・交流会などにより、ものづくりと電子タグを結び
つけた新たな製品・システムへの関心を高め、織ネームや和紙
などの４つの研究・開発グループを創出しました。
　製品・システムの事業化については、試作品の製作に留まり
ましたが、今後、開発に必要な費用への支援制度の有効活用を
促して、事業化の実現を図ります。
　また、IT企業のトップランナーである楽天㈱まつもとゆきひ
ろ氏によるセミナーや、県内IT企業の若手社員との交流会を開
催したところ、目標を上回る学生の参加があり、県内IT産業の
人材育成等につながりました。

・次世代ＩＴを活用した産業技術力向上等
と優秀な人材の獲得
　電子タグ（RFID技術）を活用して、本県
の強みである「ものづくり」や「ソフト
ウェア開発」などの技術を結びつけた新た
な製品・システムを事業化して、これを核
に本県産業の技術力向上と新たな市場開拓
を進めます。また、次世代ＩＴの活用に重
要な役割を果たす本県ＩＴ産業の魅力をＰ
Ｒし、優秀な人材の獲得を図ります。

・工業技術センター、(財)ふくい産業支援
センターによる支援
　工業技術センターにおいては、企業から
の技術相談・依頼試験・設備利用への対応
や共同研究により、事業化の促進や企業の
技術課題の解決を図ります。また、同セン
ターの研究成果や開発した先端技術につい
て、企業への技術移転を進めることによ
り、県内産業の活性化を図ります。
　また、(財)ふくい産業支援センターにお
いても、本県の中小企業の総合コンサル
ティング機関として、創業、研究開発、事
業化から経営革新まで、幅広く県内企業の
支援を行います。

電子タグを活用した製品・システムの研究・
開発グループの創出
（平成２０年度 新規 ３グループ）
　　　　　　　　　　新規 ３グループ
電子タグを活用した新たな製品・システムの
事業化
　　　　　　　　　　新規 １グループ
県内ＩＴ企業魅力発見セミナー等またはイン
ターンシップに参加する学生数　延べ２００人

電子タグを活用した製品・システムの研究・開発グループの創出
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新規 ４グループ

電子タグを活用した新たな製品・システムの事業化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新規 ０グループ
県内ＩＴ企業魅力発見セミナー等またはインターンシップに参加する学
生数　延べ３１０人

工業技術センターと企業との新規共同研究
実施
　（平成２０年度 新規 １２件）　　新規 １０件
保有特許の実施許諾件数
（平成２０年度 ２４件） 　　　　　　　　　２２件

工業技術センターと企業との新規共同研究実施　　　新規１３件
保有特許の実施許諾件数　　　　　　　　　　　　　　　　 　　２２件
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役職 産業労働部長 氏名 林　　　　雅　則

平成２１年度　政策合意項目に係る実施結果報告（産業労働部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　22年　3　月　末　現　在　）

項　　目

　進出企業の本社訪問（51社延べ89回）等による新規立地や設
備投資の促進、未操業企業等１１社の用地転売の仲介等を行い
ました。未操業企業の解消にまではいたりませんでしたが、現
在、立地企業７３社のうち未操業は９社のみとなっています。
　今後は進出企業の本社訪問等をより一層実施するとともに、
企業立地促進補助金等の支援策の活用や、市町と連携したフォ
ローアップ活動を通じて新規立地や設備投資を促し、未操業企
業の解消と新規雇用者の増加につなげていきます。

・企業誘致の推進
　企業立地促進法に基づく県の基本計画に
掲げる分野（自動車、化学、電子部品、健
康長寿関連等）に加え、環境・エネルギー
関連など、成長が見込まれる産業や食料
品・農業関連企業の誘致を市町等と展開し
ます。また、進出企業と県内企業の交流を
促進し、県内での増設や関連企業の誘致を
図ります。

　市町や電力事業者と協力して企業誘致を進めた結果、景気悪
化による設備投資の減退から目標にはいたりませんでしたが、
ハイブリッド自動車のモーター用磁石を製造する㈱三徳やリチ
ウムイオン電池からレアメタルを抽出する日鉱金属㈱など１６
社が立地しました。
　今後は、環境・エネルギー産業などの有望分野を重点業種と
位置付けて、電力事業者との共同訪問の充実や産学官連携によ
る共同研究への誘引などにより、誘致活動を強化していきま
す。また、市町と連携した誘致活動と併せ、立地企業へのフォ
ローアップを行うことにより、増設を予定している企業が県内
で増設するよう働きかけます。

〔成果等〕　目標にはいたりませんでした。

・テクノポート福井の活性化
　進出企業の本社訪問等を行い、インフラ
整備や支援制度に係る情報提供など、企業
の要望に速やかに応え、テクノポート福井
の利便性をアピールすることにより、新規
立地と設備投資を促します。
　また、未操業企業が保有する用地の転売
等の仲介・斡旋を行い、未操業企業の解消
を図ります。

〔成果等〕　目標にはいたりませんでした。

◇　地域の雇用とコミュニティを支える地
場産業（地域貢献産業）
・県内企業の経営体質の強化
　中小企業を対象に、相談会の開催や専門
家派遣による診断、省エネ・コストダウン
に資する設備導入を支援し、経営体質の強
化を図ります。

〔成果等〕　目標にはいたりませんでした。

　中小企業の省エネによる経営体質の強化を支援するため、省
エネ・コストダウンセミナーの開催や、ふくい産業支援セン
ター、商工会議所、商工会、金融機関等を通じて、省エネ診断
の利用促進を図りましたが、原油等の価格低下により、県内中
小企業の省エネに対する関心が薄れたため、診断の申込みが伸
びませんでした。
　今後とも、ふくい産業支援センターの専門家（６人）派遣を
通じて県内中小企業の省エネ・コストダウンを図り、経営体質
の強化に努めます。

立地企業件数　７７社（２５社の増）
（平成１９年～２０年　５２社）
　　　　【チャレンジ目標　８２社（３０社の増）】

企業立地件数　　　　　　　　　　　　　６８社（１６社の増）

未操業企業の解消
（平成２０年度１社）　　　　　　１社
新規立地および設備投資
（平成１９～２０年度２６社）　３６社
　　　　　　　　　　　（１０社の増）
テクノポート福井における新規雇用者数
（平成１９～２０年度２９２人）
　　　　　　　　　　　　　　３９２人
　　　　　　　　　　（１００人の増）

未操業企業の解消　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０社
新規立地および設備投資　　　　　　　　　　　　　　　３４社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８社の増）
テクノポート福井における新規雇用者数　　　　　　３５８人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６６人の増）

省エネ・コストダウン診断等の件数
（平成２０年度 １０２件）　　　　　　　　１２０件

省エネ・コストダウン診断等の件数　　　　　６９件
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役職 産業労働部長 氏名 林　　　　雅　則

平成２１年度　政策合意項目に係る実施結果報告（産業労働部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　22年　3　月　末　現　在　）

項　　目

・繊維産業の振興
　繊維産業について、県外繊維産地との交
流や、産地内の異業種企業との展示交流会
により、自販力の強化と非衣料分野への進
出を支援します。
　また、新たに設置する北陸３県繊維産業
クラスター協議会において、広域連携によ
る研究開発・販路開拓等に着手します。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　綿や羊毛の産地（尾州など）と交流し、合繊と天然繊維を組
み合わせた新素材について勉強会等を実施しました。また５月
に発足したクラスター協議会では、ロシア、中国、欧州の市場
調査を実施し、販路開拓における課題を把握したほか、農業資
材分野など非衣料分野の商談会を開催（５回）しました。

・首都圏における販路開拓
　「ふくい南青山２９１」において「サ
マーフェスタ」等のイベント開催や店舗外
催事への参加などを通じて、本県の豊かな
食や観光といった魅力を訴え、来館者数と
売上高の増加につなげます。
また、インターネットでの検索を容易にし
て、ネット通販のページに誘導し、売上を
拡大します。さらに県内企業と首都圏企業
とのマッチング商談会を開催し、県産品の
取引拡大を目指します。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　「サマーフェスタ」などのイベントについて、大手メディア
（旅行読売、読売ウィークリーなど）への掲載など広報ＰＲを
強化し、「ふくい南青山２９１」の利用促進、県産品の販売促
進に努めた結果、昨年を上回る来場者がありました。
　また、オリジナル商品（越前和紙照明など）の開発やネット
通販の開始、大手バイヤー（高島屋、三越など）を対象とした
ビジネスマート商談会の開催により、目標を上回る売上げにつ
なげました。
　さらに、日本橋高島屋等での販売イベントを実施し、福井県
産品の販売促進と福井県の知名度アップを図りました。

ふくい南青山２９１の来館者数 ８５，０００人
　（平成２０年度 ８２，１９５人）
店舗売上額（平成２０年度 ７，７４０万円）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　８，０００万円
　　　　【チャレンジ目標 １億円】
ネット通販による売上額
（平成２０年度 １７４万円）　　　　 ３６０万円
県内企業と首都圏企業のビジネスマッチン
グ成約件数　　　　　　　　　　　　　　　 １５件
（平成２０年度 １３件）

【チャレンジ目標 １８件】

ふくい南青山２９１の来館者数　　　　　　 ９２，０９９人
　店舗売上額　　　　　　　　　 　   　　　１億１，６２２万円
 　　　　　　　　　　　〔うち福井銀座ショップ　２，０００万円〕
　ネット通販による売上額　　　　　　　　　　　　３６５万円
　県内企業と首都圏企業のビジネスマッチング成約件数　１９件

クラスター協議会の参加企業数（北陸３県）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００社
産地内の交流会によりビジネスパートナー
ができた企業数
（平成２０年度　１０社）　　　１０社
繊維製品の衣料分野での自販率の割合
（平成１８年度　４８％）　　　４９％
　　　　　　【チャレンジ目標 　５０％】
繊維製品生産全体に占める新分野展開（非
衣料）への割合　　　　　　　４３％

クラスター協議会の参加企業数（北陸３県）　　　２４１社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （うち福井県　１２０社）
クラスター協議会におけるビジネスマッチングによる商談件数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（福井県企業）　３４社
繊維製品の衣料分野での自販率の割合　　　５１％
繊維製品生産全体に占める新分野展開（非衣料）への割合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４３％
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役職 産業労働部長 氏名 林　　　　雅　則

平成２１年度　政策合意項目に係る実施結果報告（産業労働部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　22年　3　月　末　現　在　）

項　　目

・眼鏡産業の振興
　眼鏡産業について、昨年、福井県眼鏡協
会が東京で開設した福井のめがねショップ
「グラスギャラリー２９１」を支援し、福
井産地ブランドの認知度アップと需要の拡
大を目指します。また、産地企業の基盤強
化を図るため、眼鏡製造技術を活かした新
分野への進出を応援します。

〔成果等〕　目標を一部達成しませんでした。

　グラスギャラリー２９１来店者の５人に１人がめがねを購入
しており、需要の拡大につながりましたが、来店者が思うよう
に伸びなかったことから、グラスギャラリー２９１が開催する
東京アイウェアコレクションなどのＰＲイベントに必要な費用
を支援するなど、福井産地ブランドとショップの認知度を向上
させ、来店者数の増加を図ります。
　また、新分野進出を図る機械要素技術展（東京・大阪）への
出展を支援し、昨年よりも商談につながった件数が増加しまし
た。

・伝統的工芸品産業の振興
　職人の高齢化が進む伝統的工芸品産業の
人材育成や技術継承を円滑に行うため、職
人の確保に対する支援を行います。また、
伝統的工芸品の知名度を高め、販売促進に
つなげるための産地視察型商談会を開催し
ます。
　リニューアルした陶芸館については、指
定管理者の企画・広報力を活かした誘客活
動を促進し、来館者の増加を図ります。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　ふるさと雇用基金を活用し、産地の事業で実際に業務に従事
させることにより、後継者を育成します。また、産地視察型商
談会は２回開催し、バイヤーの視点からの提案も受けながら、
新商品開発と販路の拡大を進めました。
　指定管理者制度に移行した陶芸館では、首都圏や関西の旅行
ツアーの誘致など新たな誘客活動を実施し、来館者の増加につ
がなりました。

グラスギャラリー２９１への来店者数
（平成20年11月～21年3月　１，８５７人）
　　　　　　　　　　　　　　　　　５，０００人
異分野見本市での商談件数
（平成２０年度　１０４件）　　　１２０件
眼鏡の製造品出荷額等（眼鏡技術を活かし
た新たな分野を含む）
（平成１９年度　７９１億円）　５５０億円
眼鏡枠の生産全体に占める自社ブランド等
の生産比率（金額ベース）
（平成１９年度　２２．５％）　　２４％
　　　　【チャレンジ目標 　　２５％】

グラスギャラリー２９１への来店者数　　 ４，９０８人
異分野見本市での商談　　　　　　　　　　　１４０件
眼鏡の製造品出荷額等（眼鏡技術を活かした新たな分野を含む）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５６０億円
眼鏡枠の生産全体に占める自社ブランド等の生産比率（金額ベース）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６％

新たな工芸職人の雇用　新規１０人
陶芸館来館者数
（平成１９年度　３４，５０１人）
※平成２０年度リニューアル工事
　　　　　　　　　　　　　　　　　５０，０００人
　　　　　【チャレンジ目標　 ５５，０００人】

新たな工芸職人の雇用　　　　　　　　１４人
陶芸館来館者数　　　　　　　　５１，０９３人
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役職 産業労働部長 氏名 林　　　　雅　則

平成２１年度　政策合意項目に係る実施結果報告（産業労働部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　22年　3　月　末　現　在　）

項　　目

・正社員化の促進
　厳しい雇用情勢の中、ジョブカフェの出
前相談の回数を増やすとともに、正社員採
用に資格取得等が必要な場合には経費の一
部助成を行うなど、正社員としての就労を
希望する方を支援します。

〔成果等〕　目標を一部達成しませんでした

　正社員の有効求人倍率が平成２０年の０.８０倍に対し平成
２１年では０.４４ポイントも下回る０.３６倍となるなど、依
然として厳しい雇用環境が続いており、ジョブカフェ利用者の
正規雇用率は伸びませんでした。しかし、ホームヘルパー等の
資格取得に対する助成（上限５万円）や職業相談（6,576
人）、就職応援セミナー（99回）等の開催により、昨年並みの
1,832人がジョブカフェの支援により就職しています。
　引続き、介護や農林水産分野等への就業を支援するととも
に、学卒未就職者がスキルを磨き正社員として県内企業に就職
できるよう支援していきます。

・若年無業者（ニート）の自立を支援
　「ふくい若者サポートステーション」に
おいてカウンセリングやジョブトレーニン
グなどを総合的に実施し、若年無業者
（ニート）の自立を推進します。

〔成果等〕　目標にはいたりませんでした

　「ふくい若者サポートステーション」による出張相談会（５
回）やセミナー（１回）を開催するとともにステーションの広
報に努め、また、カウンセリングやジョブトレーニング、グ
ループワーク等を実施して若年無業者の自立を支援しました。
その結果、目標にはいたりませんでしたが、厳しい雇用情勢に
もかかわらず、３０人の若年無業者が就職などの社会的自立を
果たしました。
　これからもステーションを利用していない若年無業者の把握
や新規登録に努め、利用者の労働体験先等の開拓や就職支援な
どを行って、若年無業者の自立を一層支援していきます。

◇　雇用の質の向上
・企業内の人材育成活動を支援
　企業が必要とする能力を習得できる訓練
を体系的に行うよう、県立職業訓練機関に
おける訓練内容を見直し、製造現場の中核
となる人材の育成を促進します。
　中小企業の人材育成を支援するため、各
企業の人材育成推進の責任者となる産業人
材育成推進員の設置を進めます。２０年１
２月に開設した「ふくい人材育成支援サイ
ト」を活用して、タイムリーな研修情報の
提供や、企業の人材育成についての助言・
相談などを行います。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　生産調整等により雇用の維持に努めている企業に対して、研
修の企画や講師の派遣を行い、休業期間を活用した企業の人材
育成を支援しました。
　また、「ふくい産業人材育成支援サイト」を運営し、企業に
働きかけて産業人材育成推進員の設置を促進し、研修情報や企
業内の人材育成に関する情報を各企業に提供しました。

産業人材育成推進員の設置企業数（平成２
０年度　６０１社） ７０１社
（１００社の増）

 産業人材育成推進員の設置企業数　　７１０社

正社員転換の実績（過去３年以内）がある
企業の割合（県独自アンケート調査）
（平成２０年度　１７.１％）　２１％
ジョブカフェ利用就職者（新規学卒者を除く）
の正規雇用率
（平成２０年度　７５％）　７５％

正社員転換の実績（過去３年以内）がある企業の割合
　（県独自アンケート調査） 　　　　２５.１％
ジョブカフェ利用就職者（新規学卒者を除く）の正規雇用率
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５５.６％

就労、進学・復学等の進路決定者数
　（２０年度　４５人）　４５人

 就労、進学・復学等の進路決定者数　　　　３５人
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役職 産業労働部長 氏名 林　　　　雅　則

平成２１年度　政策合意項目に係る実施結果報告（産業労働部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　22年　3　月　末　現　在　）

項　　目

・嶺南地域への企業立地促進
　電力事業者等とともに企業誘致活動を展
開し、嶺南地域への企業の立地を促進しま
す。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　電力事業者と連携し、積極的な企業誘致活動を展開した結
果、「㈱三徳」や「エーテック㈱」の新規立地につながりまし
た。

◇　商店街の再生
・街なかのにぎわい創出
　意欲的かつ主体的に元気再生に挑む商店
街を重点的に支援するとともに、空き店舗
での開業や商店街の課題解決に向けた学生
の活動を支援し、「人が集い、交わり、に
ぎわう」街への転換を進めます。
また、商業者や農林水産業の生産者、地域
住民等による「街なかふれあいテント市」
の開催を応援し、にぎわいを創出します。

　意欲的に元気再生への取組みを始めた小浜駅通り商店街およ
び大野市五番商店街の「元気再生計画」作成を支援しました。
　中心市街地等の空き店舗については、今後、空き店舗を借り
受ける際に必要な家賃に対する補助期間を１年から２年に延長
して、更なる解消に努めます。
　また、テント市については、福井市の「来てみね市場」が新
たに加わりました。２１年度中に開催を働きかけていた大野市
五番商店街でのテント市も、２２年４月には開催される見込み
です。

〔成果等〕　目標を一部達成しませんでした

◇　「エネルギー研究開発拠点化計画」の
ステージ・アップ【部局連携】
・「福井クールアース・次世代エネルギー
産業化プロジェクト」の推進
　「福井クールアース・次世代エネルギー
産業化協議会」で二次電池や燃料電池な
ど、次世代エネルギー関連研究の事業化を
目指し、国の制度を活用してプロジェクト
を実施します。
また、技術セミナーや展示会によりプロ
ジェクトの普及啓発活動を行い、県内外企
業・大学の協議会参加を促します。

　福井クールアース･次世代エネルギー産業化プロジェクト展
（14社参加）および技術セミナー（245名参加）を開催し、本
プロジェクトの意義と取組み事例を紹介し、県民へのＰＲと参
加企業のすそ野拡大に努めました。
　今年度は農業ハウスなどの大空間に対応できるヒートポンプ
型の空調設備の実証実験を実施しました。
　来年度からは、地域産学官共同研究拠点の整備により、さら
に産学官共同研究を推進していきます。

〔成果等〕　目標を一部達成しませんでした

「商店街元気再生計画」を作成し、施設整備
や個店の魅力向上などを進める商店街
　（平成２０年度 ４商店街） ６商店街
　　　　　　　　　　（２商店街の増）
開業支援による空き店舗の解消
　（平成２０年度 １０店舗） ２０店舗
街なかふれあいテント市の開催
　（平成２０年度 ５か所）　 　７か所
　　　　　　　　　　　（２か所の増）

「商店街元気再生計画」を作成し、施設整備や個店の魅力向上など
を進めた商店街
　（平成２０年度 ４商店街）　　　　　　６商店街
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２商店街の増）
開業支援による空き店舗の解消　　　 １８店舗
街なかふれあいテント市の開催　　　 　６か所　（１か所の増）

福井クールアース・次世代エネルギー産業化
協議会に参加する機関数　 ２８機関
（平成２０年度 ２０機関）　 （８機関の増）
国等の公募型研究開発事業の採択数
（平成２０年度 新規２件） 　　　新規 ２件

福井クールアース・次世代エネルギー産業化協議会に参加する機関
数　 ２８機関
国等の公募型研究開発事業の採択数　　　新規 ０件

嶺南地域における立地企業数　１７社
（５社の増）
（平成１９年～２０年　１２社）
　　　　【チャレンジ目標　１８社（６社の増）】

嶺南地域における立地企業数　　　　１７社（５社の増）
　・㈱三徳
　　　ハイブリッド自動車のモーターに使用されるネオジム磁石
　・エーテック㈱
　　　レーザー関連の数値解析ソフト開発　　など

　13



役職 産業労働部長 氏名 林　　　　雅　則

平成２１年度　政策合意項目に係る実施結果報告（産業労働部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　22年　3　月　末　現　在　）

項　　目

４　高速交通時代のにぎわい交流まちづく
り
◇　新幹線時代を迎えるまちづくり【部局
連携】
・都市機能集約型のまちづくり
　「コンパクトで個性豊かなまちづくりの
推進に関する基本的な方針」に基づき、市
町と連携して中心市街地の活性化を図ると
ともに、大規模集客施設等の適正立地を進
めることを目的とした都市計画を策定する
関係市町に対し、必要な支援を行います。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　１２月に敦賀市の「中心市街地活性化基本計画」が内閣総理
大臣の認定を受け、活性化を目的とした各種事業が始まりまし
た。
　また、大規模集客施設の適正立地の誘導を検討している市町
に対して、必要な助言を行いました。

◇　敦賀港、福井港の利用促進【部局連
携】
　・敦賀港の利用促進
　敦賀市、（社）敦賀港貿易振興会などの
関係機関とともに、県内外の企業に積極的
にポートセールスを実施します。併せて船
会社に対して中国航路等の就航を働きか
け、外貿コンテナ貨物取扱量の増加を図り
ます。
　また、鞠山南多目的国際ターミナルにつ
いては、平成２２年秋の本格供用開始に向
け、埠頭用地等の整備を進めるとともに、
民間活力を活かした管理運営組織を１１月
を目途に設立します。

外貿コンテナ貨物取扱量の増大と航路の拡充を目指してポー
トセールスを実施した結果、世界同時不況に伴う物流の減少に
もかかわらず、貨物取扱量は前年より３３％増の７，９９１Ｔ
ＥＵと２年連続して増加し、わずかに及びませんでしたがほぼ
目標を達成しています。

内貿では、内航フェリーに対する支援により、１１月から３
月までの有人トラック利用台数が前年同期に比べ３５％増加し
ました。

鞠山南多目的国際ターミナルについては、今年秋の本格供用
開始に向け、舗装や荷役機械などの整備を進めています。

また、新ターミナルの管理運営を行う第三セクター「敦賀港
国際ターミナル株式会社」を県、敦賀市、県内外の物流事業者
等の出資により１１月に設立しました。

新会社では、大手物流企業から海外経験が豊富な人材を採用
し、民間のノウハウ、ネットワークを活かしたポートセールス
を県、敦賀市と一体になって実施することにより貨物集荷力を
高めるとともに、荷主ニーズに対応した港湾サービスを提供し
ていきます。

〔成果等〕　目標にはいたりませんでした。

新たに内閣総理大臣の認定を受けて中心市
街地活性化を進める市町 ４市
　（平成２０年度 ３市） （１市の増）

新たに内閣総理大臣の認定を受けて中心市街地活性化を進める市町
　　　　　　　　　　　　４市
　　　 　　　　　　　　（１市の増）

敦賀港　外貿定期コンテナ航路貨物取扱量
　　　　　　　　　　　　　　　　　　７，９９１ＴＥＵ(平成２１年)

敦賀港　外貿定期コンテナ航路貨物取扱量
８，０００ＴＥＵ
（平成２０年　６，０００ＴＥＵ）
【チャレンジ目標１０，０００ＴＥＵ】
※　ＴＥＵ
  (twenty-foot equivalent units)
：２０フィート（約６メートル）大のコンテナ
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役職 産業労働部長 氏名 林　　　　雅　則

平成２１年度　政策合意項目に係る実施結果報告（産業労働部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　22年　3　月　末　現　在　）

項　　目

・福井港の利用促進
　福井港の貿易において大きなウェイトを
占める中古車輸出は、相手国の関税制度の
変更等の影響を大きく受けることから、新
たな取扱品目を開拓し、安定した貨物量を
確保します。特に、テクノポート福井立地
企業等にトラック輸送から内航船利用への
転換を働きかけるなど、国内貨物の利用を
促進し、取扱貨物量の増加を図ります。

〔成果等〕　目標にはいたりませんでした。

　世界的な景気後退による生産活動の停滞により、新たに利用
を予定していた金属加工機械の輸出がなかったことや、燃料需
要の落ち込みにより、ガソリンや重油などの石油系貨物が減少
したことなどから、取扱貨物量は目標にはいたりませんでし
た。
　しかし安定した新しい貨物を確保するため、テクノポート福
井立地企業等に対し内航船の利用を働きかけた結果、住宅資材
メーカーが原材料輸送をトラックから内航船へ一部転換しまし
た。
　また、新たな取引品目を開拓するため、関係機関と連携して
ポートセールスを実施した結果、ボイラーや風車資材など新た
な貨物の利用がありました。
　今後、アルミや石炭などの大口貨物について、貨物の増量を
原材料輸送のために利用しているテクノポート福井立地企業等
に要請するとともに、関係機関と連携して、取扱品目の増加と
新たな荷主の掘り起こしを進めていきます。

福井港貨物取扱量　　　　１５３万トン(平成２１年)
福井港貨物取扱量　１９６万トン
　　　　 （平成２０年　１９３万トン）
　　　　【チャレンジ目標　２００万トン】
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